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第１章 都市計画決定権者の名称並びに事業者の名称、代表者の⽒名及び主たる事務所の  

所在地 

 

1.1 都市計画決定権者の名称 

・札幌市 

 （担当：札幌市 まちづくり政策局 政策企画部  

      都⼼まちづくり推進室 札幌駅交流拠点推進担当課） 

 

1.2 事業者の名称、代表者の⽒名及び主たる事務所の所在地 

1.2.1 事業者の名称 

・札幌駅南⼝北４⻄３地区市街地再開発準備組合 

 

1.2.2 代表者の⽒名 

・理事⻑ 株式会社ヨドバシホールディングス 

     代表取締役 藤沢 昭和 

 

1.2.3 主たる事務所の所在地 

・札幌市北区北６条⻄５丁⽬１-22 
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第２章 対象事業の⽬的及び内容 

2.1 事業の⽬的 

事業の実施区域は、平成14年に「都市再⽣緊急整備地域」に指定され、平成24年には、「特

定都市再⽣緊急整備地域」に指定されている。また、平成28年に策定した「第２次都⼼まち

づくり計画」では、北海道・札幌の国際競争⼒をけん引し、道都札幌の⽞関⼝に相応しい空

間形成と⾼次都市機能の強化を図る交流拠点としている。更に、北海道新幹線札幌駅の位置

が決定したことを受け、平成30年に策定した「札幌駅交流拠点まちづくり計画」では、地権

者等による事業化検討の機運が⾼まっている街区として位置づけている。 

このような上位計画を策定する中、本事業の実施区域は、札幌駅正⾯に位置し札幌の顔と

なる場所でありながら、⻄武百貨店札幌店(旧五番館)が閉館後、街区の⼤部分が低・未利⽤

な状態となっているほか、地区内の建物の⽼朽化も進んでおり、札幌駅前にふさわしい⾼度

利⽤と機能の更新及び防災性の向上が課題となっている。 

本事業は、上位計画等の内容を踏まえ、札幌駅前にふさわしい⾼度利⽤と機能の更新等に

より、課題の解決を図るものである。 

 

2.2 事業内容 

2.2.1 事業の名称及び種類 

・事業の名称：(仮称)札幌駅南⼝北４⻄３地区第⼀種市街地再開発事業 

・事業の種類：建築物の新築の事業 

 (札幌市環境影響評価条例第２条第２項第９号に掲げる事業) 

 

2.2.2 事業の実施区域の位置・規模 

(1) 事業の実施区域の位置 

事業の実施区域の概要は表2.2-1に、位置は図2.2-1に⽰すとおりである。 

実施区域は、北４条通、北５条⼿稲通、⻄３丁⽬線、札幌駅前通の幹線道路に囲まれて

おり、区域内には業務施設等として利⽤している既存建築物があるが、区域の半分以上は

東⻄を⾛⾏する北４条中通線、平⾯駐⾞場及び未利⽤地(既存建築物解体跡地)で占められ

ている。 

 

表2.2-1 事業の実施区域の位置・規模の概要 

項  ⽬ 概  要 

事業の実施区域の位置 
札幌市中央区北４条⻄３丁⽬ 

(図2.2-1 参照) 

区域の規模 
施⾏区域※1 約1.7ha 

事業区域※2 約1.1ha 

※1：市街地再開発事業施⾏区域を⽰す。 
※2：計画建築物の建築敷地⾯積を⽰す。 
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図2.2-1 事業の実施区域位置図(広域)  
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(2) 事業の規模 

本事業では主に、都⼼への来訪を促す商業機能を整備するとともに、宿泊機能、⾼機能

オフィスの整備を⽬指している。本事業により新設する建築物の規模は、表2.2-2に⽰すと

おりである。 

 

表2.2-2 事業の規模 

項  ⽬ 必要な規模 

延床⾯積 約230,000m2 

最⾼⾼さ 約220m 

注）⽅法書時点における計画であり、今後の設計及び関係機関等との協議等により、
変更となる可能性がある。 

 

2.2.3 事業計画の概要 

(1) 施設配置計画及び建築計画 

計画段階環境配慮書(以下「配慮書」という。)における複数案の計画段階配慮事項に係

る影響等の⽐較結果(「第８章 対象事業が実施されるべき区域その他の技術指針で定めら

れる事項を決定する過程における計画段階配慮事項についての検討の経緯及びその内容」 

参照)を踏まえ、環境⾯・社会⾯等の観点から配慮書における複数案から事業計画を１案に

絞り込んだ。 

絞り込みの結果、建築計画の概要は表2.2-3に、計画建築物の配置計画は図2.2-2に、断⾯

計画は図2.2-3に⽰すとおりである。 

計画建築物の計画案は、配慮書における複数案と同様に⾼さ約50mの基壇部を設けると

ともに、配慮書A案と同様に⾼層部の構成を１棟とする計画とする。 

 

表2.2-3 建築計画の概要 

項 ⽬ 内 容 

区域の規模 
施⾏区域※1 約1.7ha 

事業区域※2 約1.1ha 

建築⾯積 約9,500m2 

延床⾯積 約230,000m2 

最⾼⾼さ 約220m 

主要な⽤途 業務、商業、宿泊、駐⾞場等 

階 数 地上40階、地下６階 

構 造 鉄⾻造 ⼀部 鉄筋鉄⾻コンクリート造 

駐⾞場台数 約550台 

注）⽅法書時点における計画であり、今後の設計及び関係機関等との協議等により、変更となる可能性がある。 
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図2.2-2 計画建築物 配置計画  
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図2.2-3 計画建築物 断⾯計画  
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(2) ⾃動⾞動線計画 

関係⾞両は、事業区域に隣接する北５条⼿稲通、北４条通、札幌駅前通、⻄３丁⽬線を

利⽤し、計画建築物内に設ける駐⾞場に出⼊する計画である。 

⾃動⾞の出⼊⼝については、主要な幹線道路である札幌駅前通及び北５条⼿稲通への交

通負荷の抑制と賑わいある街並みの確保、及び連続的な歩⾏者空間の確保に配慮し、事業

区域南側及び東側を主要な出⼊⼝とする計画である。 

なお、詳細は今後の検討を進める中で、都市計画⼿続き着⼿までに道路管理者や交通管

理者など関係機関と協議・確認を⾏いながら計画する。 

 

(3) 駐⾞場計画 

駐⾞場は、地下に配置する計画である。駐⾞場台数は、「札幌市駐⾞場附置義務条例」及

び「⼤規模⼩売店舗⽴地法(⼤店⽴地法)」等の関係法令を満⾜する台数として、約550台を

確保する計画である。なお、詳細は今後の検討を進める中で、都市計画⼿続き着⼿までに

関係機関と協議・確認を⾏いながら計画する。 

また、防災対策として、⾃動⽕災報知設備・⾮常警報設備・⾮常照明設備・消⽕設備等

を「消防法」に基づき整備し、安全性には⼗分な配慮を⾏いながら計画する。 

 

(4) 歩⾏者動線計画 

事業区域周辺から計画建築物への主要な出⼊⼝は、１階に複数のエントランスを設ける

とともに、主要交差点に⾯して滞留のための空間(辻広場)を設ける計画である。賑わいや

みどりが連続した歩⾏者ネットワークの強化等、地域貢献の観点から、外周部は既存歩道

と⼀体となる歩道状空地を設け、修景等にも配慮したゆとりある歩⾏者空間を整備する計

画である。その他、既存の地下ネットワークと接続するとともに、地上と地下をつなぐバ

リアフリー動線にも配慮した計画とする。 

また、計画建築物内には、既存の北４条中通線に代わり、東⻄をつなぐ敷地内貫通通路

(屋内)を整備する計画である。 

なお、詳細は今後の検討を進める中で、都市計画⼿続き着⼿までに関係機関と協議・確

認を⾏いながら計画する。 

 

(5) 熱源計画 

熱源計画は、低炭素で持続可能なエネルギー供給が可能なシステムとする計画である。 

「都⼼エネルギーマスタープラン2018-2050」(平成30年３⽉ 札幌市)及び「都⼼エネル

ギーアクションプラン2019-2030」(令和元年12⽉ 札幌市)に⽰される内容を踏まえ、事業

全体として省エネルギー・低炭素化に努める⽅針である。 

今後、⾼効率システムの導⼊、建築物の熱負荷低減のための建物外装仕様等の検討(⾼断

熱、⽇射負荷低減等)、⾃然エネルギーの積極的利⽤(外気冷房、⾃然通⾵、太陽光発電設

備等)の検討、⻑寿命化の検討等を進めるとともに、地域熱供給プラント(DHC)の導⼊も

含めて詳細を検討する計画である。 
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(6) 給排⽔計画 

事業区域内で使⽤する上⽔は、札幌市⽔道局より供給を受ける計画である。 

事業区域からの排⽔は、汚⽔、⾬⽔ともに公共下⽔道に放流する計画である。 

 

(7) 廃棄物処理計画 

計画建築物内から発⽣する廃棄物は、「札幌市廃棄物の減量及び処理に関する条例」(平

成４年12⽉ 札幌市)等の関係法令を踏まえ、関係者への啓発活動により発⽣量削減に努め

るとともに、計画建築物内に設置する廃棄物保管場所にて分別収集・保管を⾏い、許可を

受けた業者に委託して適正に処理を⾏う計画である。 

 

(8) 緑化計画 

緑化計画は、「札幌市緑の保全と創出に関する条例」(平成13年３⽉ 札幌市)及び「都⼼

におけるオープンスペースガイドライン」(平成31年４⽉ 札幌市)に準拠した⾯積を確保

する計画である。 

また、緑化にあたっては、上位計画である「札幌市景観計画」(平成29年２⽉ 札幌市)に

規定される景観計画重点区域のうち、事業区域が含まれる「札幌駅前通北街区地区」及び

「札幌駅南⼝地区」の景観形成基準等に⽰される緑化計画等を参考とし、屋内外で緑が感

じられ、四季の彩りを演出するよう、植栽の種類や配置に配慮した計画とする。 

なお、植物の選定は、寒冷地かつ計画建築物屋上や屋内等での⽣育環境を⼗分に考慮す

るとともに、⼟壌の凍結防⽌として排⽔性に留意した計画とする。 

 

2.2.4 その他事業に関する事項 

(1) ⼯事計画 

本事業では、事業区域内の既存建築物を解体し、計画建築物を新築する計画であり、⼯

事期間は全体で約４〜５年程度を予定している。 

本事業における⼯種は、既存建築物の解体⼯事、新築⼯事(掘削⼯事・地下躯体⼯事・地

上躯体⼯事、仕上⼯事、外構⼯事等)を想定している。 

⼯事では、最新の排出ガス対策型建設機械、低騒⾳型建設機械の採⽤に努めるととも

に、低騒⾳・低振動⼯法の採⽤に努める。また、建設機械の稼働台数、⼯事⽤⾞両の⾛⾏

台数が⼀時期に集中しないように、適切な⼯事計画の検討に努める。 

⼯事中に発⽣する建設発⽣⼟及び建設廃棄物は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

(昭和45年 法律第137号)、「資源の有効な利⽤の促進に関する法律」(平成３年 法律第48

号)及び「建設⼯事に係る資材の再資源化等に関する法律」(平成12年 法律第104号)等に基

づき、再⽣利⽤可能な掘削⼟砂及び廃棄物については積極的なリサイクルに努め、リサイ

クルが困難なものについては適正な処理を⾏うこととする。 

 

(2) ⼯事⽤⾞両⾛⾏ルート 

⼯事⽤⾞両は、事業区域周辺の道路網の状況を踏まえ、事業区域に隣接する北５条⼿稲

通、北４条通、札幌駅前通、⻄３丁⽬線を利⽤し、１箇所の経路に集中しないよう、分散

させて搬出⼊する計画である。  
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2.2.5 事業の内容の具体化の過程における環境保全の配慮に係る検討の経緯及びその内容 

⽅法書段階における環境保全に配慮する⽅針は、以下に⽰すとおりである。 

 

(1) ⽴ 地 

区 分 環境要素 環境保全に配慮する⽅針 

⽣活環境 

⼤気質 

・地下鉄駅等の公共交通機関との歩⾏者ネットワークを検討するこ

とにより、⾃動⾞以外の公共交通機関利⽤も選択肢とし、建物利⽤

者の利⽤交通⼿段の分散を図ることで、⾃動⾞交通⾛⾏に伴う⼤

気汚染物質の排出量の低減に努める。 

騒⾳・振動 

・地下鉄駅等の公共交通機関との歩⾏者ネットワークを検討するこ

とにより、⾃動⾞以外の公共交通機関利⽤も選択肢とし、建物利⽤

者の利⽤交通⼿段の分散を図ることで、⾃動⾞交通⾛⾏に伴う騒

⾳・振動の影響の低減に努める。 

⼈と⾃然 

との触れ 

合い環境 

景  観 

・良好な中⼼市街地の景観形成に努める。 
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(2) 事業内容 

区 分 環境要素 環境保全に配慮する⽅針 

⽣活環境 

⼤気質 
・低負荷型の熱源設備の採⽤に努める。 

・建物外装仕様等を検討し、建築物の熱負荷低減に努める。 

騒⾳・振動 

・低騒⾳型の設備機器の採⽤に努める。 

・設備機器の設置場所を検討し、できる限り影響を低減するよう努

める。(例えば、計画建築物内機械室や屋上へ設置することにより、

地上部へ影響を及ぼさないよう努める。) 

⾵ 害 

・基壇部を確保することにより、吹降ろしによる地上付近における

ビル⾵の影響低減に努める。 

・配慮書段階の検討において、計画建築部の存在により事業区域近

傍で⾵速が早くなる傾向にあることが確認されたことから、⼀般

的な対策⼿法として⾼層部の⾼さを配慮書A案(約240m)から低く

計画することで、吹降ろしによる地上付近におけるビル⾵の影響

低減に努める。 

・配慮書段階の検討において、計画建築部の存在により事業区域近

傍で⾵速が早くなる傾向にあることが確認されたことから、⼀般

的な対策⼿法として⾼層部の隅⾓部を丸く計画(隅丸)することに

より、剥離流等によるビル⾵の影響低減に努める。 

⽇照阻害 

・⾼層部の⾼さを配慮書A案(約240m)から低く計画することで、事

業区域遠⽅の地域に対して、計画建築物により⽇影となる距離が

短くなるように努める。 

・⾼層部を事業区域南側に配置することで、事業区域北側の札幌駅

南⼝駅前広場を含む事業区域近傍の地域に対して、計画建築物に

よる⽇影の影響範囲が⼩さくなるように努める。 

電波障害 

・⾼層部の⾼さを配慮書A案(約240m)から低く計画することで、計

画建築物によるテレビ電波の遮へい障害範囲が⼩さくなるように

努める。 

・計画建築物に起因して新たなテレビ電波障害が⽣じることが明ら

かとなった場合には、適切な障害対策を検討・実施し、影響を解消

するよう努める。（例えば、アンテナ調整による対策等。） 

⼈と⾃然 

との触れ 

合い環境 

景  観 

・計画建築物の形状、⾊彩等が周辺の街並みと調和するよう努める。 

・⾼層部を事業区域南側に配置することで、事業区域北側の札幌駅

南⼝駅前広場への⾼層部による圧迫感の軽減に努める。 

・南⼝駅前広場及び札幌駅前通の既存建築物と連続する⾼さの基壇

部(約50m)とし、周辺の街並みとの調和を図るとともに、囲われ感

や⼀体感の感じられる広場、通りの空間形成を図る。 

・札幌駅南⼝駅前広場に⾯して辻広場を設け、駅前広場からの賑わ

いを受け⽌め、駅前としての賑わいある景観形成を図る。 

・「札幌市景観計画」に規定される景観計画重点区域のうち、事業区

域が含まれる「札幌駅前通北街区地区」及び「札幌駅南⼝地区」の

景観形成基準等に⽰される緑化計画等を参考とし、屋内外で緑が

感じられ、四季の彩りを演出するよう、植栽の種類や配置に配慮し

た計画とする。 

地球環境 

廃棄物等 

・発⽣した廃棄物は、計画建築物内にて分別収集・回収を⾏い、許可

を受けた廃棄物処理業者により排出し、適正に処理・処分するよう

努める。 

温室効果 

ガス 

・エネルギー効率の⾼い空調・換気設備、給湯設備、照明設備の採⽤

に努める。 

・建物外装仕様等を検討し、建築物の熱負荷低減に努める。 
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(3) ⼯法・⼯期 

区 分 環境要素 環境保全に配慮する⽅針 

⽣活環境 

⼤気質 

・最新の排出ガス対策型建設機械の採⽤に努める。 

・⼯事区域周囲には仮囲いを設置し、必要に応じて散⽔を⾏い粉じ

んの⾶散防⽌に努める。 

・建設機械の稼働台数、⼯事⽤⾞両の⾛⾏台数が⼀時期に集中しな

いように、適切な⼯事計画の検討に努める。 

騒⾳・振動 

・低騒⾳型建設機械の採⽤に努める。 

・低騒⾳・低振動⼯法の採⽤に努める。 

・⼯事区域周囲には仮囲いを設置し、必要に応じて防⾳シート等を

設け、騒⾳の影響低減に努める。 

・建設機械の稼働台数、⼯事⽤⾞両の⾛⾏台数が⼀時期に集中しな

いように、適切な⼯事計画の検討に努める。 

⽔  質 

・地下⼯事等に伴い発⽣する⼯事排⽔は、⼯事区域内に設置する仮

沈砂槽等の処理施設にて、排⽔先の排⽔基準以下に適正に処理し

た後、排⽔するよう努める。 

地盤沈下 

・地下⼯事に際しては、掘削部分の地盤が崩壊しないよう、掘削部分

の周囲に剛性の⾼い⼭留壁を構築するよう努める。 

・⼯事中の地下⽔位は、着⼯から掘削⼯事完了後３ヶ⽉⽬まで継続

して地下⽔位の観測を⾏う。 

⼈と⾃然 

との触れ 

合い環境 

景  観 
・ 仮囲い等の⼯事中の⼯作物については、形状、⾊彩等に配慮するよ

う努める。 

⼈と⾃然 
との 

触れ合いの 
活動の場 

・⼈と⾃然との触れ合いの活動の場(⾚れんが庁舎前庭等)へのアク

セスルートの分断が⽣じないよう、適切に配慮するよう努める。(例

えば、歩道の確保、⼯事⽤⾞両出⼊⼝への交通誘導員の配置等。) 

地球環境 

廃棄物等 

・建設廃棄物は分別収集を徹底して、種類に応じて排出し、再資源化

の促進及び不要材の減容化に努める。 

・建設発⽣⼟は可能な限り有効利⽤を図り、処分地へ運搬する量の

減量化に努める。 

温室効果 

ガス 

・ 製造過程におけるCO2発⽣量の少ない建材の使⽤に努める。 

・ コンクリート型枠材は、⾮⽊材系型枠を⽤いるよう努める。 

・ ⽊材系型枠の使⽤に際しては、使⽤量の削減、再利⽤に努める。 
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第３章 関係地域の概況 

 

3.1 設定した関係地域及び設定の根拠 

札幌市環境影響評価条例第４条第１項及び第５条第１項に規定する環境配慮指針及び技術

指針に基づき、関連する既存資料を整理し、関係地域を含む地域を調査範囲とした地域の概

況把握を⾏った。 

「関係地域」とは、対象事業の実施により１以上の環境要素が影響を受けると認められる

地域である。 

本⽅法書における関係地域は、事業の特性と主な環境要素の想定される影響範囲を踏まえ、

表3.1-1及び図3.1-1に⽰すとおりとした。 

 

表3.1-1 関係地域の範囲及び設定の根拠 

環境要素 関係地域の範囲 設定の根拠 出典等 

⼤気質 
事業区域境界から 

100mを含む範囲 

事業区域での建設⼯事等を想定し、

影響があると考えられる範囲を設定 

出典資料等に 

基づいて設定 

騒 ⾳ 

振 動 

⾵ 害 
事業区域境界から 

440mを含む範囲 

⾼層建築物の建設により⾵速が増

加すると考えられる範囲(計画建築物

の最⾼⾼さの２倍の範囲)を想定して

設定 

植 物 
事業区域境界から 

250mを含む範囲 

植物相、植物群落及び動物相の⼀般

的な現地調査地域を考慮して設定 
動 物 

⽣態系 

景 観 
事業区域境界から 

500mを含む範囲 

対象の要素やディテールが⽬に付

きやすい領域の視距離として、近景と

称される範囲として設定 

出典： 「ビル⾵の基礎知識」(平成17年12⽉ ⾵⼯学研究所) 
   「⾯整備事業環境影響評価技術マニュアル」(平成11年11⽉ 監修 建設省都市局都市計画課) 
   「⾃然環境アセスメント技術マニュアル」(平成７年11⽉ ⾃然環境アセスメント研究会) 
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図3.1-1 関係地域  
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3.2 ⾃然的、社会的概況 

3.2.1 ⾃然的状況 

(1) ⼈の健康の保護及び地域の⽣活環境の保全に係る項⽬ 

事業区域周辺において、札幌市が実施している⼤気質、騒⾳の測定結果はすべての測定

局・測定地点で環境基準値を下回っている。なお、振動、悪臭の測定は⾏われていない。 

また、札幌市が実施している創成川及び豊平川における⽔質調査では、すべての調査地

点で環境基準値を満⾜している。 

 

(2) 地域の⾃然的状況に係る項⽬ 

事業区域周辺の地形は低地であり、事業区域は扇状地性低地に位置している。 

事業区域周辺では、⾚れんが庁舎周辺、北海道⼤学植物園、北海道⼤学構内及び創成川

など⼀部に緑地がみられるほかは、⼤部分が市街地となっており、そのため動物は北海道

の都市部周辺で⼀般的に⾒られる種が⽣息していると考えられる。 

また、地域景観は、ビルなどの建築物により構成される市街地の都市景観が主体となっ

ているが、創成川公園、⼤通公園の野外レクリエーション地も分布している。 

 

3.2.2 社会的状況 

(1) 地域の社会的状況に係る項⽬ 

事業区域及びその周辺は、⼤部分が商業地域に指定されており、住宅等の住居施設は、

事業区域⻄側、北側及び東側の事業区域から約400m以遠に分布する状況にある。 

教育施設は、事業区域から500mの範囲内になく、500m以遠に「札幌市北九条⼩学校」、

「札幌市中央中学校」、「北海道⼤学」がある。 

福祉施設は、事業区域から500mの範囲内に、事業区域の南南東側約350mに「札幌時計

台雲⺟保育園」、北側約450mに「愛和えるむ保育所」、北側約450mに「札幌市男⼥共同参

画センター等」がある。 

病院は、事業区域から500mの範囲内に、事業区域の東側約400mに「JR札幌病院」、⻄側

約450mに「国家公務員共済組合連合会 ⽃南病院」がある。 

緑地・公園は、事業区域から500mの範囲内に、事業区域の南⻄側約500m付近に「創成

川公園」、⻄北⻄側約500m付近に「北６条エルムの⾥公園」がある。 

 

(2) 環境関係法令に係る項⽬ 

本事業に関連する環境関係法令に係る項⽬としては、環境基本法に基づく環境基準(⼤気

の汚染、騒⾳、⽔質汚濁、⼟壌)、及び⼤気汚染防⽌法、騒⾳規制法、振動規制法、⽔質汚

濁防⽌法等に基づく規制基準等がある。 

この他、資源等の保護・保存に関する法令として、札幌市景観条例に基づく景観計画重

点区域の指定等がある。 
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第４章 計画段階配慮事項ごとに調査、予測及び評価の結果をとりまとめたもの 

 

配慮書段階において、事業計画に係る複数案について、供⽤後の「⾵害」、「⽇照阻害」及

び「景観」の計画段階配慮事項を対象に検討を⾏った。 

計画段階配慮事項ごとの調査、予測及び評価の結果は、表4-1に⽰すとおりである。 

 

なお、配慮書段階における複数案の内容は、「第８章 対象事業が実施されるべき区域その

他の技術指針で定める事項を決定する過程における計画段階配慮事項についての検討の経緯

及びその内容」に⽰すとおりである。 
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表4-1 調査、予測及び評価の結果 

環境 

要素 

影響要因 

の区分 
調査内容 

予測内容 

予測⽅法 
環境保全のための措置 

⾵  

害 

地形改変後の

⼟地及び⼯作

物の存在 

・上空⾵の状況 

・地表付近の⾵の状況 

・⾵の影響に特に配慮す

べき施設 

・⾵害について考慮すべ

き建築物 

・地形 

・周辺の⼟地利⽤ 

予測内容 

平均⾵向、平均⾵速の状況

並びにそれらの変化する地

域の範囲及び変化の程度 

予測⽅法 

上空で主⾵向が吹いた際

の地表付近の⾵速⽐を流体

数値シミュレーションによ

り予測する⽅法とした。 

予測地域 

計画建築物の最⾼⾼さの

１〜２倍程度の範囲を含む

地域とした。 

予測時期 

計画建築物の建設⼯事の

完了した時期とした。 

複数案を計画する中で反映した内容 

・基壇部を周辺建物の⾼さの同程度

以上として設け、⾼層部による地上

付近への吹降ろし等の⾵の影響低

減に配慮した。 

・基壇部の北⻄側、北東側、南⻄側の

⾓の形状を隅切りとすることによ

り、主⾵向からの⾵により⽣じる剥

離流の影響低減に配慮した。 

⽅法書以降で検討する内容 

・今後、具体化する計画建築物におい

て、ビル⾵の影響に配慮した形状に

なるように検討する。 

・⾵速⽐が⼤きくなると予測された

範囲において、影響を低減するため

の防⾵対策を検討する。 

⽇
照
阻
害 

地形改変後の

⼟地及び⼯作

物の存在 

・⽇影の状況 

・都市計画法に基づく⽤

途地域 

・建築基準法に基づく⽇

影の規制 

・既存建築物及び⽇照阻

害の影響に特に配慮す

べき施設等 

・地形 

予測内容 

冬⾄⽇における⽇影の範

囲、⽇影となる時刻及び時間

数等の⽇影の状況の変化の

程度 

予測⽅法 

冬⾄⽇、夏⾄⽇及び春秋分

⽇の計画建築物による時刻

別⽇影図、等時間⽇影図をコ

ンピュータにより計算・作図

する⽅法とした。 

予測地域 

冬⾄⽇において、計画建築

物による⽇影が予想される

範囲とした。 

予測時期 

計画建築物の建設⼯事の

完了した時期とした。 

 

 

 

複数案を計画する中で反映した内容 

・⾼層部を事業区域の南側に計画し、

事業区域北側への計画建築物によ

る⽇影の影響低減に配慮した。 

⽅法書以降で検討する内容 

・今後、具体化する計画建築物におい

て、⽇影による影響に配慮した形状

になるように検討する。 

景  

観 

地形改変後の

⼟地及び⼯作

物の存在 

・主要な視点場の状況 

・主要な⾃然景観及び都

市景観資源等の状況 

・主要な景観の状況 

・都市計画法に規定する

⾵致地区 

・景観法に規定する景観

計画 

・札幌市景観条例に規定

する景観計画重点区域

及び景観まちづくり推

進区域 

・札幌市景観条例に規定

する都市景観形成基準

及び地域景観形成基準 

予測内容 

主要な(眺望)景観の改変

の程度及び内容 

予測⽅法 

計画建築物を含む完成予

想図(フォトモンタージュ)

を作成し、現況写真との⽐較

を⾏う⽅法とした。 

予測地域・予測地点 

近景域内を代表する５地

点(図5.3.1-1 参照)とした。 

予測時期 

計画建築物の建設⼯事の

完了後における適切な時期

とした。 

複数案を計画する中で反映した内容 

・周辺既存建築物と連続する⾼さの

基壇部(⾼さ約50ｍ)とし、周辺との

調和を確保した。 

・⾼層部は札幌駅南⼝駅前広場から

の後退距離を極⼒確保し、広場への

圧迫感の軽減を図った。 

⽅法書以降で検討する内容 

・札幌市景観計画に基づいた形態意

匠となるよう配慮する。 

・今後、具体化する計画建築物におい

て、計画建築物の形状等が周辺の街

並みと調和するよう努める。 

・札幌の⽞関⼝にふさわしい⾵格と

にぎわいのある顔づくりに努める。 
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評価結果 

 A案(１棟案) B案(２棟案) 結 論 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

影響の程度 

・主⾵向(南東、南南東、北⻄、北北⻄)

の⾵が上空で吹いた場合、事業区域の

隣接道路周辺で地表付近の⾵速が特に

増加し、横断歩道等において⾵の影響

に配慮する必要がある。 

・主⾵向において、事業区域南⻄側で最

も⾵速⽐が⾼くなる(最⼤約1.0)。 

・⾵の影響に特に配慮すべき施設は事業

区域から500mの範囲に５施設存在す

るが、配慮すべき施設付近の⾵速⽐の

変化の程度は、主⾵向で約0.1ポイント

以下の増加である。 

・事業区域南側、⻄側及び東側の隣接道路等で

特に⾵速が増加する傾向にあり、横断歩道等

において⾵の影響に配慮する必要がある。 

・A案・B案ともに、最も⾵速⽐が⾼くなる区域

は事業区域南⻄側であり、⾵速⽐は最⼤約

1.0と予測されることから、A案・B案の⾵環

境の変化は同様の傾向にある。 

・配慮すべき施設の⾵速⽐の増加の程度は、A

案・B案ともに約0.1ポイント以下であり、著

しい影響を及ぼすことはない。 

・配慮書の予測結果を踏まえ、⽅法書以降で検

討する内容に留意し、事業計画の具体化を進

めることにより、隣接道路沿い等への影響を

低減できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規制基準等 

との整合 

・計画建築物による⽇影時間は、⽇影規

制区域に対して、⽇影規制を満⾜する。 

・計画建築物により１時間以上の⽇影が⽣じ

る範囲は、A案・B案ともに商業地域内に収ま

り、建築基準法に基づく⽇影規制を満⾜する

計画である。 

・計画建築物により⽇影が⽣じる範囲内にお

いて、配慮すべき施設が存在する(A案：３施

設、B案：１施設)が、計画建築物による影響

は各々１時間未満であり、著しい影響を及ぼ

すことはない。 

・配慮すべき施設以外に、事業区域北側の札幌

駅南⼝駅前広場の⼀部に対して⽇影が⽣じ

るが、事業区域内にはかつて計画建築物基壇

部と同規模の⾼さの建物(⻄武百貨店)が建

ち並んでいた。なお、札幌駅南⼝駅前広場に

対する⽇影の影響は、基壇部の⾼さ・配置で

決まってくるが、計画建築物の基壇部⾼さは

約50ｍであり、⻄武百貨店(約47.5ｍ)と同程

度である。 

・配慮書の予測結果を踏まえ、⽅法書以降で検

討する内容に留意し、事業計画の具体化を進

めることにより、影響を低減できる。 

影響の程度 

・１時間以上の⽇影が⽣じる範囲の⽤途

地域：商業地域 

⽇ 影 が ⽣ じ る 範 囲

内 に お け る 配 慮 す

べき施設の数 

：３施設 

⽇ 影 が ⽣ じ る 範 囲

内 に お け る 配 慮 す

べき施設の数 

：１施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

景観に関する 

⽬標との⽐較 

・周辺既存建築物と調和する基壇部とす

る等、札幌市景観計画における景観計

画重点区域に⽰される街並みの⽬標像

及び景観形成基準に配慮した計画であ

る。 

・A案・B案ともに⾼さ約50mの基壇部を配置

し、周辺の既存建築物との連続性に配慮する

計画であり、札幌駅前南⼝駅前広場からの⾒

通し景に配慮した統⼀感のある街並みの形

成に寄与する。 

・計画建築物の⾼層部は、A案・B案ともに事業

区域北側境界からの後退距離をできる限り

確保する計画であり、計画建築物⾼層部によ

る札幌駅南⼝駅前広場への圧迫感の軽減が

図られている。 

・配慮書の予測結果を踏まえ、⽅法書以降で検

討する内容に留意し、事業計画の具体化を進

めることにより、影響を低減できる。 

影響の程度 

・計画建築物により各視点場における景

観は変化するが、計画建築物の⾒え⽅

はA案・B案で概ね同程度である。 

・計画建築物の⾼層部の⾒え⽅が異なる

地点(地点４)が存在するが、⾼層部の

札幌駅南⼝駅前広場からの後退距離を

極⼒確保して圧迫感の軽減を図る等、

札幌市景観計画に⽰す景観形成基準に

従った配慮を⾏っている。 
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第５章 配慮書についての環境の保全の⾒地からの意⾒の概要 

 

計画段階環境配慮書について、市⺠等からの環境の保全の⾒地からの意⾒はなかった。 

 

 

第６章 配慮書についての市⻑の意⾒ 

 

計画段階環境配慮書について、札幌市⻑からの意⾒は表6-1に⽰すとおりである。 

 

表6-1 配慮書についての札幌市⻑からの意⾒ 

本事業では、最⾼⾼さが190メートル⼜は240メートルに達する⼤規模建築物が札幌の都⼼部に建
設されること、その地下躯体部分が既存の周辺施設等に連結すること、また、供⽤後における当該
建築物の駐⾞場の利⽤による⼀般⾞両の往来や関係⾞両による搬出⼊などにより、⽇照、⾵害、景
観や騒⾳など様々な環境要素に影響を及ぼすおそれがあることから、事業計画の更なる検討に当た
っては、次に掲げる事項について検討を加え、本事業による環境影響を極⼒回避⼜は低減すること。
また、検討結果を⽅法書以降の⼿続に反映させること。 
１ ⽇照阻害について 

北海道においては、特に冬季の⽇照時間が貴重であることから、⽇影についての影響を規制の
範囲内に適合させることにとどまらず、当該事業想定区域にかつて存在した⻄武百貨店札幌店（旧
五番館）と計画建築物との⽇影の⽐較に関する記載を加えることなど、⽇照阻害による影響の低
減についてわかりやすく表現すること。 

２ ⾵害について 
⑴ 周辺施設建物への影響のみならず、隣接の道路沿いや横断歩道等への影響について、基壇部、

隅切りや歩道上空地の規模・位置・形状等を考慮した上で、⾵洞試験による⽅法などを⽤いて
調査、予測及び評価を⾏い、必要に応じ環境保全措置を検討すること。 

⑵ 計画建築物の影響によるビル⾵に伴う⾵切り⾳の発⽣について可能な範囲で調査、予測及び
評価を⾏うこと。 

３ 景観について 
当該事業想定区域は札幌駅南⼝の正⾯という札幌の都⼼部を代表する地区に位置しており、計

画建築物については、視認性や歩⾏環境（歩道上空地の形状や壁⾯後退、歩⾏性の阻害要因の除
去、街路や駅前広場に対する建築ファサードの造り⽅など）からの観点はもとより、より意匠的
な配慮が求められる。 

このため、⽅法書以降の⼿続において、札幌市景観計画に定める景観形成基準等への措置等に
ついて、定量的な指標を⽤いるなど可能な限り具体的かつわかりやすい内容を記載し、札幌の都
⼼部を代表するにふさわしい緑化を含めた景観の形成に配慮すること。 

４ ⼤気質、騒⾳及び振動について 
供⽤後の資材等の搬出⼊⾞両及び駐⾞場部分の利⽤に伴う来場者関係⾞両の運⾏に伴い発⽣す

る窒素酸化物、騒⾳及び振動について、調査、予測及び評価を⾏うこと。 
なお、駐⾞場部分の往来等の台数については、適切な⽅法で⾒積もりを⾏うこと。また、窒素

酸化物については、熱源施設の稼働に伴う発⽣も含め、総合的に調査、予測及び評価を⾏うこと。 
５ 地盤沈下及び地下⽔について 

⑴ 地盤構造は、⽔平⽅向及び鉛直⽅向に特異性や不連続性等を有する場合が否定できないため、
適切な場所、深度及び本数でのボーリング調査を実施すること。 

⑵ ⼯事中の地下⽔位は不確実性があることから、当該事業中に継続して地下⽔位の観測を⾏い、
事業完了時には地下⽔位が周囲と同じ⼜は⼯事着⼿前と同位置まで回復していることを確認す
ること。 

６ 温室効果ガスについて 
計画建築物の設備に関する温室効果ガス発⽣抑制について、具体的な検討を⾏うとともに、適

切なシステムや設備機器の導⼊を図ること。 
７ 交通に関する負荷について 

計画建築物による⾃動⾞交通や歩⾏者交通に係る、周辺交通への影響に関する検討の要旨を記
載すること。 
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第７章 配慮書の意⾒についての事業者の⾒解 

 

7.1 環境の保全の⾒地からの意⾒についての事業者の⾒解 

計画段階環境配慮書について、市⺠等からの環境の保全の⾒地からの意⾒はなかった。 

 

7.2 市⻑の意⾒についての事業者の⾒解 

「第６章 配慮書についての市⻑の意⾒」に対する事業者の⾒解は、表7-1(1)〜(4)に⽰す

とおりである。 

 

表7-1(1) 市⻑の意⾒に対する事業者の⾒解 

分 類 意⾒内容 ⾒ 解 

⽇照阻害 

について 

(1) 北海道においては、特に冬季の⽇照時

間が貴重であることから、⽇影につい

ての影響を規制の範囲内に適合させ

ることにとどまらず、当該事業想定区

域にかつて存在した⻄武百貨店札幌

店(旧五番館)と計画建築物との⽇影

の⽐較に関する記載を加えることな

ど、⽇照阻害による影響の低減につい

てわかりやすく表現すること。 

・環境影響評価審議会における委員から

の意⾒を踏まえ、「第４章 計画段階配

慮事項ごとに調査、予測及び評価の結

果をとりまとめたもの」において、か

つて存在した⻄武百貨店札幌店(旧五

番館)と計画建築物(基壇部・⾼層部)と

の⾼さの関係についての記載を追加い

たしました(p.17 参照)。また、「第８章 

対象事業が実施されるべき区域その他

の技術指針で定める事項を決定する過

程における計画段階配慮事項について

の検討の経緯及びその内容」において、

⻄武百貨店札幌店(旧五番館)及び配慮

書段階の計画建築物の⾼さを再現した

天空写真による⽐較を参考として記載

いたしました(p.30 参照)。 

・今後の「環境影響評価準備書」及び「環

境影響評価書」の中で、近接する札幌

駅南⼝駅前広場等の事業区域北側周辺

への⽇影の影響を含む⽇照阻害による

影響の低減について、わかりやすい表

現となるよう努めてまいります。 

⾵害について 

(1) 周辺施設建物への影響のみならず、隣

接の道路沿いや横断歩道等への影響

について、基壇部、隅切りや歩道上空

地の規模・位置・形状等を考慮した上

で、⾵洞試験による⽅法などを⽤いて

調査、予測及び評価を⾏い、必要に応

じ環境保全措置を検討すること。 

・「第９章 環境影響評価の項⽬」に⽰す

とおり、⾵環境については、⾵洞実験

により計画建築物による周辺環境への

詳細な影響を把握するとともに、環境

保全措置(防⾵対策)となる防⾵植栽や

庇の位置等について検討してまいりま

す(p.48 参照)。⾵洞実験の結果及び防

⾵対策の検討結果を「環境影響評価準

備書」及び「環境影響評価書」に記載

してまいります。 
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表7-1(2) 市⻑の意⾒に対する事業者の⾒解 

分 類 意⾒内容 ⾒ 解 

⾵害について 

(続き) 

(2) 計画建築物の影響によるビル⾵に伴

う⾵切り⾳の発⽣について可能な範

囲で調査、予測及び評価を⾏うこと。 

・⾵切り⾳の発⽣については、⾵環境に

関する専⾨業者へのヒアリング調査を

⾏うとともに、「環境影響評価準備書」

及び「環境影響評価書」に向けて可能

な範囲で検討してまいります。 

景観について 

(1) 当該事業想定区域は札幌駅南⼝の正

⾯という札幌の都⼼部を代表する地

区に位置しており、計画建築物につい

ては、視認性や歩⾏環境(歩道上空地

の形状や壁⾯後退、歩⾏性の阻害要因

の除去、街路や駅前広場に対する建築

ファサードの造り⽅など)からの観点

はもとより、より意匠的な配慮が求め

られる。 

 このため、⽅法書以降の⼿続におい

て、札幌市景観計画に定める景観形成

基準等への措置等について、定量的な

指標を⽤いるなど可能な限り具体的

かつわかりやすい内容を記載し、札幌

の都⼼部を代表するにふさわしい緑

化を含めた景観の形成に配慮するこ

と。 

・「環境影響評価準備書」提出までの間、

環境影響評価⼿続きと並⾏して、「景観

計画重点区域景観形成基準(南⼝地区、

駅前通北街区地区)」及び「札幌駅前通

北街区地区まちづくりビジョン・景観

まちづくり指針」との適合について、

段階的に協議を⾏いながら詳細検討を

進め、札幌市景観計画に定める景観形

成基準への措置等への適合に努めてま

いります。また、上述の景観形成基準

において、緑化の⽅針も⽰されており、

緑化を含めた景観形成に配慮してまい

ります。 

・今後の「環境影響評価準備書」及び「環

境影響評価書」の中で、これらの検討

結果を踏まえ、具体的な形態意匠を計

画建築物モンタージュに反映するな

ど、わかりやすい表現⽅法を検討し、

景観に関する予測・評価を実施してま

いります。 
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表7-1(3) 市⻑の意⾒に対する事業者の⾒解 

分 類 意⾒内容 ⾒ 解 

⼤気質、騒⾳ 

及び振動 

について 

(1) 供⽤後の資材等の搬出⼊⾞両及び駐

⾞場部分の利⽤に伴う来場者関係⾞

両の運⾏に伴い発⽣する窒素酸化物、

騒⾳及び振動について、調査、予測及

び評価を⾏うこと。 

なお、駐⾞場部分の往来等の台数に

ついては、適切な⽅法で⾒積もりを

⾏うこと。また、窒素酸化物について

は、熱源施設の稼働に伴う発⽣も含

め、総合的に調査、予測及び評価を⾏

うこと。 

・「第９章 環境影響評価の項⽬」に⽰す

とおり、「供⽤後の資材等の搬出⼊⾞

両」及び「駐⾞場部分の利⽤に伴う来

場者関係⾞両」の運⾏に伴い発⽣する

窒素酸化物、騒⾳及び振動について、

調査、予測及び評価を実施し、「環境影

響評価準備書」及び「環境影響評価書」

に記載してまいります(p.38, 42, 45 参

照)。 

・また、駐⾞場の供⽤に伴う⼤気質の影

響については、熱源施設の稼働に伴う

⼤気質の影響と共に複合的に調査、予

測及び評価を実施し、「環境影響評価準

備書」及び「環境影響評価書」に記載

してまいります(p.38 参照)。 

地盤沈下 

及び地下⽔ 

について 

(1) 地盤構造は、⽔平⽅向及び鉛直⽅向に

特異性や不連続性等を有する場合が

否定できないため、適切な場所、深度

及び本数でのボーリング調査を実施

すること。 

 

 

 

 

 

(2) ⼯事中の地下⽔位は不確実性がある

ことから、当該事業中に継続して地下

⽔位の観測を⾏い、事業完了時には地

下⽔位が周囲と同じ⼜は⼯事着⼿前

と同位置まで回復していることを確

認すること。 

・「第９章 環境影響評価の項⽬」に⽰す

とおり、事業区域周辺において公表さ

れている過去の調査結果等を調査資料

として活⽤するだけでなく、事業区域

内においてボーリング調査を⾏い、事

業区域内の地盤状況の把握に努めてま

いります(p.53 参照)。ボーリングの調

査結果は、「環境影響評価準備書」及び

「環境影響評価書」に記載してまいり

ます。 

・「環境影響評価準備書」及び「環境影

響評価書」の事後調査計画⽴案に際し

ては、⼯事中の地下⽔位の継続観測を

計画してまいります。⼯事に際しては、

事後調査計画に基づき、地下⽔位の継

続観測を⾏い、事後調査報告書の中で

報告してまいります。 

温室効果ガス 

について 

(1) 計画建築物の設備に関する温室効果

ガス発⽣抑制について、具体的な検討

を⾏うとともに、適切なシステムや設

備機器の導⼊を図ること。 

・⾼効率な熱源システムの採⽤等により

省エネルギーに努めた計画とし、今後

詳細検討を進める中で温室効果ガス発

⽣抑制に努めてまいります。今後の「環

境影響評価準備書」及び「環境影響評

価書」において温室効果ガスを予測・

評価する中で、エネルギー計画を整理

してまいります。 
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表7-1(4) 市⻑の意⾒に対する事業者の⾒解 

分 類 意⾒内容 ⾒ 解 

交通に関する 

負荷について 

(1) 計画建築物による⾃動⾞交通や歩⾏

者交通に係る、周辺交通への影響に関

する検討の要旨を記載すること。 

・「交通」は環境影響評価条例において

環境要素として位置づけられていない

ものの、⾃動⾞交通や歩⾏者交通に係

る周辺交通への影響については、環境

影響評価⼿続きと並⾏して、都市計画

⼿続き着⼿までに道路管理者や交通管

理者など関係機関と協議・確認を⾏っ

てまいります。今後の「環境影響評価

準備書」及び「環境影響評価書」の中

で、検討の要旨について記載してまい

ります。 
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第８章 対象事業が実施されるべき区域その他の技術指針で定める事項を決定する過程におけ

る計画段階配慮事項についての検討の経緯及びその内容 

 

8.1 計画段階環境配慮書における検討内容 

配慮書において、以下のとおり事業計画について複数案検討を⾏った。 

 

8.1.1 事業計画の前提条件 

複数案検討にあたって整理した前提条件は、以下に⽰すとおりである。 

 

○事業の実施区域に係る上位計画である「札幌駅交流拠点まちづくり計画」(平成30年９

⽉ 札幌市)が掲げる⽬標である「道都札幌の⽞関⼝にふさわしい空間形成と⾼次都市

機能・交通結節機能の強化」に資する計画とする。 

 

○ゼロオプション(事業を実施しない案)は検討しないものとする。 

 

○本事業は決められた区域で実施する市街地再開発事業であることから、位置等に関す

る複数案は設定できないため、構造・配置等による複数案の検討とする。 

 

○延床⾯積：約230,000m2を確保する計画とする。 

 

○周辺への圧迫感の軽減や周辺建物との調和等を図るため、計画建築物は基壇部(低層

部)を設け、⾼層部は事業区域境界からの離隔距離を確保する計画とする。 
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8.1.2 計画建築物の構造・配置等に関する複数案の設定 

計画建築物の構造・配置等に関する複数案を検討し、配慮書においてはA案、B案の２案

を設定した。なお、周辺への圧迫感の軽減等の配慮として基壇部(低層部)を設ける計画を

前提とすることから、基壇部と⾼層部別に検討することとした。 

 

(1) 基壇部(低層部)の配置について 

配慮書における基壇部の配置・形状の検討結果は、表8.1-1に⽰すとおりである。基壇部

の複数案検討の結果、建物配置・形状及び⾼さの設定余地が⼩さいことから、複数案は設

定しなかった。 

 

表8.1-1 基壇部の配置・形状の検討結果 

検討内容 検討結果 

⽤ 途 

・利便性が⾼く集客⼒のある商業⽤途の計画とすることにより、札幌駅南⼝駅前広

場のにぎわいとの連続性を確保 

・屋上広場を整備することにより、屋内外のにぎわいの連続性を確保 

建物形状 
・札幌の積雪寒冷地という特性を踏まえ、魅⼒的な屋内空間の重点的な整備を図る 

・商業⽤途として、時代のニーズの変化に対応できる⼤規模なフロア形状を確保 

建物⾼さ 

・上位計画である「札幌市景観計画」に規定される景観計画重点区域のうち、事業

区域が含まれる「札幌駅前通北街区地区」及び「札幌駅南⼝地区」の景観形成基

準等に⽰される「中⾼層部の壁⾯位置の連続性に配慮」や「隣り合う建築物等と

のスカイラインの連続性に配慮」を踏まえ、周辺既存建築物と連続した⾼さ約

50mの基壇部とし、周辺との調和を確保 

動線計画 ・歩道状空地の整備により、歩⾏者ネットワーク及びオープンスペースを確保 

 

(2) ⾼層部の配置及び複数案の設定について 

⾼層部については必要な延床⾯積を確保しつつ、配置及び⾼さの異なる複数案を設定し、

検討を⾏った(配慮書A案：１棟案(最⾼⾼さ約240m)、配慮書B案：２棟案(最⾼⾼さ約

190m))。配慮書における各計画内容の概要⼀覧は、表8.1-2に⽰すとおりである。 
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表8.1-2 計画案の内容の⽐較 

項 ⽬ 配慮書A案(⾼層部１棟) 配慮書B案(⾼層部２棟) 

事業の規模 延床⾯積 約230,000m2 

⾼層部配置 
棟数：⾼層部１棟 

位置：事業区域南側 

棟数：⾼層部２棟 

位置：事業区域南側及び東側 

⾼さ 
基壇部 ⾼さ 約50ｍ 

⾼層部 最⾼⾼さ 約240m 最⾼⾼さ 約190m 

配置計画 

  

断⾯計画 

(南北断⾯) 

  
屋上広場 事業区域北側 事業区域北⻄側 

注1) 太字ゴシックの表記は、A案とB案で異なる内容の部分を表す。 
注2) 配慮書時点における計画である。 

 

8.1.3 計画段階配慮事項の検討結果 

配慮書における複数案について、計画建築物竣⼯後において影響が発⽣した場合、新た

な環境保全措置を検討することが難しい状況が推測される内容として、「⾵害」、「⽇照阻害」

及び「景観」を計画段階配慮事項に選定した。 

⾼層部の構成の異なる複数案について、計画段階配慮事項に関する影響は概ね同程度で

あった。なお、配慮書時点における検討結果の詳細は、「第４章 計画段階配慮事項ごとに

調査、予測及び評価の結果をとりまとめたもの」に⽰したとおりである。  
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8.2 複数案から絞り込んだ検討経緯及びその内容 

対象事業が実施されるべき区域その他の技術指針で定める事項を決定する過程において、

環境⾯、社会⾯等の観点から事業計画を総合的に検討し、配慮書における複数案(配慮書A案

(⾼層部１棟)・配慮書B案(⾼層部２棟))から計画案の絞り込みを⾏った。絞り込みにあたっ

て検討した項⽬及び内容は、表8.2-1(1)〜(3)に⽰すとおりである。 

環境⾯の観点として、配慮書における計画段階配慮事項(「⾵害」、「⽇照阻害」及び「景観」)

の検討結果を整理した。⾼層部の構成が異なる複数案について、計画段階配慮事項に関する

影響は概ね同程度であるものの、詳細な影響を⽐較すると、⽇照阻害については配慮書B案

が、景観については配慮書A案が有利であると評価する(表8.2-1(1) 参照)。 

社会⾯等の観点として、札幌駅南⼝駅前広場に対する⾼層部の後退距離等について、⼀般

論を踏まえて定性的な評価を⾏った。詳細な影響を⽐較すると、札幌駅南⼝駅前広場に対す

る後退距離等については配慮書A案が、札幌駅前通に対する⾒付幅等については配慮書B案が

有利であると評価する(表8.2-1(2)〜(3) 参照)。 

 

環境⾯、社会⾯等からの検討結果を踏まえ、本事業の計画案は、⾼層部の配置を１棟とす

る案(配慮書A案)に絞り込んだ。なお、配慮書A案の内容をもとに、計画段階配慮事項等の観

点からさらに事業計画の検討を⾏い、⽅法書段階の計画案とした(「第２章 対象事業の⽬的

及び内容」 参照)。 

 

表8.2-1(1) 検討の経緯及び内容 

項 ⽬ 
配慮書A案 

(⾼層部1棟) 

配慮書B案 

(⾼層部2棟) 
内 容 

環
境
⾯ 

⾵ 害 △ △ 

・配慮書において、⾵害に対する影響の程度は複

数案で同程度と予測した。 

・配慮書A案・B案ともに、事業区域近傍の横断歩

道等において⾵の影響に配慮する必要がある。 

⽇照阻害 △ ○ 

・配慮書において、⽇照阻害に対する影響の程度

は複数案で同程度と予測した。 

・事業区域周辺の配慮すべき施設に対し、計画建

築物による⽇影の影響は各１時間未満である

ものの、建物⾼さを低く設定した配慮書B案は、

⽇影となる範囲が僅かに⼩さくなる。 

景 観 

(p.29：参考１) 
○ △ 

・配慮書において、⼈の視野⾓を再現した範囲に

おける景観に対する影響の程度は複数案で同

程度と予測した。 

・⼀定の⽅⾓から事業区域を望んだ際、配慮書B

案には、⾼層部が視認されやすく計画建築物に

よる影響(景観の変化)が⼤きくなる地点が存

在する。 

注) 評価は、以下に⽰す３段階とする。 
 ◎：特に配慮できている ○：配慮できている △：妥当と認められる 

  



- 27 - 

表8.2-1(2) 検討の経緯及び内容 

項 ⽬ 
配慮書A案 

(⾼層部1棟) 

配慮書B案 

(⾼層部2棟) 
内 容 

社
会
⾯
等 

札幌駅南⼝ 

駅前広場に 

対する⾼層部 

の後退距離 

(p.29：参考２, 

 p.30：参考３) 

◎ ○ 

・上位計画である「札幌駅交流拠点まちづくり計

画」において、札幌駅南⼝駅前広場の周辺建物

は駅前広場に対して基壇部を設け、圧迫感を軽

減するよう⽰されている。 

・配慮書B案は駅前広場に⾯する事業区域北東部

にも⾼層部を設ける計画であるため、駅前広場

の⼀部に対して⾼層部の後退距離を確保しに

くい。⼀⽅、⾼層部を集約して事業区域南側に

配置する配慮書A案は、駅前広場全⾯に対し⾼

層部の後退距離を確保できるため、より上位計

画の内容を反映した計画であると評価する。 

屋上広場の位置 

(p.31：参考４) 
◎ ○ 

・上位計画である「札幌駅交流拠点まちづくり計

画」において、北海道の⽞関⼝として札幌駅南

⼝駅前広場のにぎわい空間等の充実の必要性

が⽰されている。 

・⾼層部を集約して事業区域南側に配置する配

慮書A案は、駅前広場に⾯する基壇部屋上を⼤

きく確保できる。今後の検討の中で屋上広場の

整備を計画する際、駅前広場に対して⼀体的な

にぎわい形成につながりやすく、より上位計画

の内容を反映した計画であると評価する。 

事業区域周辺の 

⾼層建築物との 

スカイライン 

△ ○ 

・「札幌市景観計画」において、事業区域の⼀部

は景観計画重点区域として「札幌駅前通北街区

地区」及び「札幌駅南⼝地区」に位置づけられ

ており、それぞれ建築物間におけるスカイライ

ンの連続性への配慮が⽰されている。 

・隣接する「(仮称)札幌駅交流拠点北５⻄１・⻄

２地区第⼀種市街地再開発事業(以下、「北５⻄

１・２地区」という)」の計画段階環境配慮書(令

和２年７⽉)において、最⾼⾼さの異なる複数

案(A案：最⾼⾼さ255m、B案：最⾼⾼さ200m)

が⽰されている。北５⻄１・２地区のA案では

当地区のA案が、北５⻄１・２地区のB案では当

地区のB案がスカイラインの連続性が確保され

るものと評価する。その他、事業区域周辺にお

いて、竣⼯済みの⾼層建築物として「JRタワー

(最⾼⾼さ約173m)」、「D’グラフォート札幌ス

テーションタワー(最⾼⾼さ約143m)」等があ

る。周辺の既存⾼層建築物に対しては配慮書B

案の⾼層部(約190m及び約160m)が同程度の⾼

さであることから、スカイラインの連続性に配

慮した計画であると評価する。 
注1) 評価は、以下に⽰す３段階とする。 
 ◎：特に配慮できている ○：配慮できている △：妥当と認められる 
注2) 事業計画は現在策定中であり、具体的な数値による定量的な評価をすることが難しいことから、社会⾯

等からの検討は、⼀般論を踏まえた定性的な評価とした。   
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表8.2-1(3) 検討の経緯及び内容 

項 ⽬ 
配慮書A案 

(⾼層部1棟) 

配慮書B案 

(⾼層部2棟) 
内 容 

社
会
⾯
等 

札幌駅前通に 

対する⾒付幅 

(p.29：参考２) 

△ ○ 

・「札幌市景観計画」において、事業区域の⼀部

は景観計画重点区域として「札幌駅前通北街区

地区」に位置づけられている。その中で、中⾼

層部の圧迫感の軽減等が⽰されている。 

・配慮書A案の⾼層部及び配慮書B案の⾼層部１

について、札幌駅前通からの後退距離は同程度

であるものの、配慮書B案の⾼層部は札幌駅前

通に対する⾒付幅が⼩さくなるため、圧迫感の

軽減に配慮した計画であると評価する。 

ペリメータ 

ゾーン※1の計画 

(省エネルギー等) 

○ △ 

・⾼層部を集約する配慮書A案の⽅が建物の表⾯

積を⼩さくできるため、⼀般に外気等による影

響を受けやすいとされるペリメータゾーンを

⼩さく計画できる。配慮書B案と⽐較して、A案

は空調負荷の軽減等の省エネルギーに配慮し

た計画であると評価する。 

効率的な床利⽤ 

(レンタブル⽐※2) 
○ △ 

・各⾼層部に共⽤部(エレベーター等)を設ける必

要があるため、共⽤部を集約できる配慮書A案

の⽅が⼀般的にレンタブル⽐を⾼くでき、効率

的な計画とすることができると評価する。 
※1: ⼀般に外気に⾯した壁から約５ｍ内側までの室内空間を指し、外気からの影響を受けやすいエリアとさ

れている。 
※2: 建物延床⾯積に対する専有⾯積の割合。 
注1) 評価は、以下に⽰す３段階とする。 
 ◎：特に配慮できている ○：配慮できている △：妥当と認められる 
注2) 事業計画は現在策定中であり、具体的な数値による定量的な評価をすることが難しいことから、社会⾯

等からの検討は、⼀般論を踏まえた定性的な評価とした。 
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参考１：事業区域⻄側290m地点(計画段階環境配慮書 地点４)における⾼層部の⾒え⽅ 

  
 

 
 

参考２：駅前広場に対する離隔距離の確保 

 
参考図 駅前広場周辺の空間形成イメージ(出典：「札幌駅交流拠点まちづくり計画」(札幌市)) 

   

   

配慮書A案(⾼層部１棟) 

⾼層部 
⾼層部2 

⾼層部1 

配慮書B案(⾼層部２棟) 

・配慮書B案は、⾼層部が視認されやすく計画建築物による影響(景観の変化)が⼤きくなる地点が存在する。 

・配慮書A案は、駅前広場全⾯に対し⾼層部の後退距離を確保できる。 

・配慮書B案は、札幌駅前通側の⾼層部の⾒付幅を⼩さくできる。 
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参考３：駅前広場に対する⾼層部の離隔距離の確保（駅前広場近傍における天空写真） 

 札幌駅南⼝駅前広場東側 札幌駅南⼝北５条⼿稲通沿東側 

現
況 

  

Ａ
案(

１
棟
案) 

 

  

Ｂ
案(

２
棟
案) 

  
注) 現況の天空写真中の⾚破線は、かつて存在していた旧⻄武百貨店の概形として、当該建物の最⾼⾼さで

ある約47.5mのボリュームを再現したものである。 
 

 

 

 

  

・配慮書A案は、駅前広場全⾯に対し⾼層部の

後退距離を確保できる。 
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参考４：基壇部屋上の利⽤可能範囲 

 

出典：「札幌駅交流拠点まちづくり計画」(札幌市) 

 

 

参考図 ⼀体的なにぎわい形成のイメージ 

 

   

 
  

・配慮書A案は、駅前広場に⾯する基壇部屋上を⼤きく確保でき、駅前広場と⼀体的なにぎわい形成につな

がりやすい。 


